
群馬県前橋市における取組
（ＩＣＴしるくプロジェクト）
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奈良県葛城市における取組
（新時代葛城クリエーション推進事業）
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鳥取県南部町・米子市における取組
（なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業）
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（一社）岡山中央総合情報公社における取組
（森林ＩＣＴプラットフォーム構築・普及展開プロジェクト）

（一社）岡山中央総合情報公社における取組
（森林ＩＣＴプラットフォーム構築・普及展開プロジェクト）
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２ー2．真庭モデルをベースとした全国展開サービスイメージ

以下に概要を示す。

森林林業ICTプラットフォーム（クラウド）の概要
運⽤主体：ASロカス(株)
関係主体：住友林業、NRI（林業及び地域活性化の視点から、活⽤促進アドバイスを実施）
システム構成：ASロカス(株)が保有するデータセンター（右写真）にサーバを設置し、インターネット
回線（SSLもしくはSSL-VPNによるセキュリティ確保）を通じて、⾃治体林務部署、林業事業体の
PCにインストールした専⽤ソフトウェアを利⽤。
初期導⼊費⽤（1団体あたりの費⽤）
クラウド基本構成導⼊費⽤
100万円

 真庭モデルにて構築した基本機能をそのまま導⼊することを想定し、100万円と設定。
 既存のサーバ及びPCを活⽤するため、原則新規のハードウェア調達は不要。

初期データ整備費⽤
100万円〜3000万円

 既存データの有無及び電⼦化状況により、⼤幅なブレを想定。100万円（既存電⼦
データの確認・取り込み等）〜3000万円（空中写真撮影や膨⼤な紙台帳の電⼦
化・位置情報付与等）

ネットワーク敷設費⽤
（0円〜）

 光回線レベルのインターネット回線があれば不要。
 導⼊団体からの要望があれば、専⽤線の敷設も検討。（中国モデルは岡⼭情報ハイ

ウェイを利⽤。7箇所接続箇所のうち１箇所で引き込み⼯事が必要となった。）
維持管理費⽤（1団体あたり年間あたり）
データ更新費⽤
50万円〜100万円

 森林データの年次更新、共通IDとして活⽤する地番現況図の更新費⽤の他、その他、
画⾯上からの修正ではなく⼀括での変換が望ましいデータが数種類存在する費⽤を含む。

ライセンス維持管理費⽤
（0円〜）

 ソフトウェアの機能改良等バージョンアップ費⽤等。原則含まれないが、⼤規模なバージョ
ンアップ等がある場合は検討。

ネットワーク利⽤費⽤
（0円〜）

 既存回線の活⽤であればゼロ。
 団体からの要望があれば、専⽤線の敷設も検討。（中国モデルは岡⼭情報ハイウェイの

ため、専⽤線利⽤料は発⽣していない。）
基本サポート費⽤
25万円

 利⽤⽅法問い合わせ、障害発⽣時対応。
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２－3．全国展開に向けた調査結果

対象地域 森林・林業の特徴 森林ICTPF導⼊ニーズ・地域の主体が求める
効果・導⼊における課題

北海道中川町
上川地⽅最北部
⼈⼝約1,700⼈
森林⾯積割合：
約87%

 トドマツ・カラマツ等の⼈⼯林4割、広葉樹を中⼼とした
天然林6割で構成。

国有林野・北海道⼤学演習林との⼀体的な森林整
備、旭川の家具メーカーと連携した優良⽊材の供給等
に取り組む。

ニーズ あり

求める効果 有⽤広葉樹の分布把握による⾼
付加価値材の搬出促進

課題 リモセンによる現況把握データが
未整備

⻑野県塩尻市
中信地⽅
⼈⼝約6.7万⼈
森林⾯積割合：
約76%

 カラマツとアカマツ等の⼈⼯林5割、有⽤広葉樹が含ま
れる天然林5割で構成。

県内最⼤規模の製材及びバイオマス発電施設が市内
に整備中。これら施設への森林資源安定供給が課題。

ニーズ あり
求める効果 発電への⽊材安定供給

課題 森林所有者情報が未整備（整
備率16%）

兵庫県佐⽤町
⻄播磨地⽅、
⼈⼝約1.8万⼈
森林⾯積割合：
約81％

岡⼭地⽅と同様、スギ・ヒノキ⼈⼯林の中に広葉樹⾥
⼭林が点在。

死者12名の⼤⽔害の反省を踏まえ、放置⼈⼯林の
管理が課題。

ニーズ あり
求める効果 放置⼈⼯林及び⾥⼭の整備

課題 森林所有者情報が未整備（整
備率18%）

森林管理及び林業における基幹的な業務に関する違いは少なく、森林ICTPFの基本機能として真庭モデルの適⽤が可能。
年間10団体程度の新規加⼊により、クラウドサービスの継続は事業として可能と⾒込む。（ASロカス）
森林ICTPFの導⼊を進める上で、データの整備及び流通が⼤きな課題。（既存データの電⼦化、⼟地IDの共有等）
森林ICTPFの導⼊と合わせて、森林経営及び地域経営に関するコンサルティングサービスや、利⽤者相互の情報共有を促進するた
めのユーザーコミュニティ等、付加価値を⾼める⼯夫が求められている。

前ページのサービスイメージに基づき、他地域でも森林ICTPFの導入ニーズがあることを確認。
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㈱三菱総合研究所（徳島県）における取組
（防災分野における放送・ID融合サービスプラットフォームの構築及び実証）
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